
要約

本稿は、中国のWTO加盟が同国の農業部門に及ぼす影響の地域的パターンを明

らかにしようとするものである。これまでの貿易フローに関するデータを分析する

と、WTO加盟により、穀物や搾油作物など土地集約的な農産物は輸入増となる一

方、水産品、野菜、果実といった労働集約産品については、純輸出がさらに伸びそ

うである。これら二分類した農産品について、個別の省および地域ごとに測定した

国内の比較優位を基に、中国のWTO加盟が国内農業部門に及ぼす影響の地域的パ

ターンを考察、議論した１。

はじめに

中国はWTO加盟に向けて最終段階に入ったところである２。国際経済への統合

がさらに進むことにより、国内では大きな経済的および社会的変化が生じるのは間

違いない。国内各部門にとって中国のWTO加盟がどのような意味を持つのかを考

えるとき、特に重要なのが農業部門への影響である。中国の農業部門は、農村所

得、食糧安全保障といった微妙な問題に直結しているからである。したがって、農

業部門への影響という問題を議論する意義は、中国のGDPあるいは対外貿易に占

める同部門の相対的シェアで示される大きさをはるかに超えて重要である。

中国のWTO加盟が国内農業部門にもたらす変化を分析する論文は、これまでも

数多く発表されてきた（Colby, Dian and Tuan [2000] ; Huang [2000] ; Lu [1999] ;
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Tian [2000]）。その中で形成されてきた共通認識は、WTOへの加盟は中国経済の

市場改革に正の影響を及ぼし、これは農業部門の市場競争力を強化するうえでも極

めて重要となる、というものである。労働集約的農産物・食料品の輸出は、長期的

に見て拡大する。貿易環境が改善し、中国の農業はその基盤を成す比較優位構造に

したがってさらに調整されるからである。他方、この過程は必然的に、中国国内の

農業部門、特に比較優位のない土地集約的活動を基盤とする生産物に対し調整コス

トを発生させ、ひいては農村雇用・所得という、中国の持続可能経済成長に決定的

に重要な課題に対し、少なくとも短期的には、悪影響を及ぼすのである。これらの

点以外に、中国のWTO加盟によって国内農業部門に生じ得る便益の規模および調

整コストの程度をどのように見込むかについては、研究者、政府官僚および一般世

論のなかでも意見が分かれている。WTO加盟が農業部門に及ぼす影響というテー

マは、中国のWTO加盟に関する政策議論のなかでも、特に論争の対象になってい

る問題である。

このテーマに関して新たに分析を行うとすれば、WTO加盟が中国の農業部門に

及ぼす影響の地域的パターンについて検討を加えることが有益だろう。中国の農業

部門は、その広大な領土の各地域に同質的に存在するわけではない。巨大な経済で

ある中国の国内農業部門は、地域によって比較優位の構造がかなり異なっている。

自然条件、要素賦存（特にパラメーターとしての土地・労働比率）、経済発展の相

対的局面、地理上の位置、市場までの距離などが地域ごとに異なるからである。

WTO加盟後に輸出が拡大しそうな、市場競争力のある中国の農産品は何だろう

か。比較優位がなく、WTO加盟後に輸入急増に直面しそうな農産品は何だろう

か。こうしたメリット・デメリットの地域的なパターンを決定する国内比較優位の

地域分布はどのようになっているか。これらの課題に対する見通しを明らかにする

ことは、学術的に興味深い問題であり、政策的にも有意義である。

本稿では、基本的に２段階の検討から成る手法を用いて、こうした課題に取り

１ 本論文作成にあたってMei Xiaofengの協力を得た。ここに謝意を表する。
２ ２０００年１１月半ばの時点で、中国は二国間協議を要求しているWTOメンバー３７カ国のうち３６

カ国との交渉を妥結しており、メキシコのみが現在交渉を継続中である。中国は現在、二国

間交渉での妥結事項をいかに履行していくかを定めていく多国間交渉の段階に入っている。

この交渉の結果として、「譲許議定書」及び「作業部会報告」が策定されることになってい

る。
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組む。まず、中国の農業分野における貿易実績や構造的変化について、過去２０年

程度に遡って注意深く考察する。同期間中における中国の農産品貿易は、貿易障壁

が徐々に除去されていく環境の下で行われた。過去の貿易実績からは、中国の農業

部門の比較優位構造を示す大量の情報が得られるため、WTO加盟後の一層自由化

された貿易環境で中国の農産品貿易がどのように展開していくかについて示唆を得

られるだろう。次に、生産集中度（Production Concentration Ratio）という単

純な指標を用いて、省および地方間で交易されている主要農産品の生産に関し国内

の比較優位を測定する。WTO加盟により、中国の農業部門は対外的な比較優位構

造および省間で交易される主要農産品の国内相対費用分布にしたがって再編される

だろう。この考えを前提として、WTO加盟による影響の地域的パターンを考察、

議論を展開する。

以下の構成は次の通りである。第１節では、農産品貿易データの収集に関する

統計制度の変更について概観する。第２および第３節では、中国農業に関するデ

ータを提示し、１９８０年代以降の中国農産品貿易に関する実績および構造的パター

ンについて分析する。第４節では、国内で交易される主要な農産品に関する生産

集中指数を算定し、中国のWTO加盟が国内農業部門に及ぼす影響の地域的パター

ンを検討する。第５節では、本研究の主要結論を述べ、その政策的含意について

議論する。

第１節 農産品貿易：対象産品範囲およびデータ収集コードの変更

WTOの前身であったGATTは、ウルグアイラウンドの多国間農業合意に関す

る交渉を促進するため、慣例的に使用される農産品貿易の定義を明らかにした。こ

の定義によれば、農産品貿易に含まれる産品は、HS（The Harmonized Com-

modity Description and Coding System、国際統一商品分類）コードの０～２４

から水産品を除き、その他産品（Miscellaneous Products）を加えたものであ

る。本研究の目的に照らし合わせると、農産品貿易に水産品を含めた方がより適切

である。したがって、ここでは、農産品貿易として取り扱う産品の対象範囲を、

WTOの定義に水産品を加えたものと定義する３。詳細な産品の名称およびHSコー
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表１ 農産品貿易の産品対象範囲、及び農産品貿易に関するSITC並びにHS各統計コード比較

HS（統計コードおよび品目）＊ SITC（統計コードおよび品目）

（１）動物（生体）、動物製品 （００）食用動物（生体）

（２）食肉、食用くず肉 （０１）食肉・同調整品

（３）魚介類、その他水生無脊椎動物 （０２）乳製品・卵

（４）乳製品、鳥卵、天然蜂蜜、動物由来の食用品 （０３）魚介類・同調整品

（５）他で特定されない動物由来の製品

（６）生木その他植物、球根・根菜類等、切花・観葉植物 （０４）穀物・同調整品

（７）食用野菜、根菜類・塊茎類 （０５）野菜・果実

（８）食用果実・木の実、柑橘類・メロン類の皮 （０６）砂糖・砂糖菓子、蜂蜜

（９）コーヒー、茶、マテ茶、香辛料 （０７）コーヒー、茶、ココア、香辛料・同調整品

（１０）穀類 （０８）飼料

（１１）製粉業製品、モルト等 （０９）その他食品類

（１２）油糧種子・油脂含有果実、雑穀、種子・果実、薬草製品、藁・飼料 （１１）飲料

（１２）タバコ・同製品

（１３）ラック、ゴム、樹脂、その他の植物樹液・抽出液 （２２）油糧種子・油脂含有果実

（１４）植物編み物原料、その他植物製品 （２９）動植物性原料

（１５）動物性／植物性油脂・同分離製品、調整食用脂
肪、動物性／植物性ワックス

（４１）動物性油脂

（４２）植物性油脂

（１６）肉および魚介類調整品 （４３）動植物性脂肪

（５９２１）スターチ、イヌリン

（１７）砂糖および砂糖菓子 （９３２０１）輸入原料

（１８）ココア・同調整品 （９４１０）他で特定されない動物（生体）

（１９）穀類／粉末／澱粉／ミルク調整品、ペーストリー製品

（２０）野菜、果実、木の実、その他植物の部分を使用した調整品

（２１）その他食用調整品

（２２）飲料、蒸留酒、食用酢

（２３）食品産業の残滓・残留物、調整動物飼料

（２４）タバコ、タバコ加工代用品

（２９０５．４３）マンニトール （５１２１９２）マンニトール

（２９０５．４４）ソルビトール n.a.

（３３．０１）精油 （５５１３）精油

（３５．０１‐３５．０５）類タンパク質物質、調整スターチ、膠 （５９２２１‐５９２２５）類タンパク質物質、調整スターチ、膠

（３８０９．１０）仕上げ剤 n.a.

（３８２３．６０）ソルビトール n.e.p. n.a.

（４１．０１‐４１．０３）生皮 （４３．０１）生毛皮 （２１）生皮・生毛皮

（５０．０１‐５０．０３）生糸・絹くず （２６１）絹

（５１．０１‐５１．０３）ウール、木目細かいあるいは粗い動物毛 （２６８１‐２６８６）ウール・動物毛

（５２．０１‐５２．０３）綿 （２６３）綿

（５３．０１）原料亜麻 （２６５１１‐２６５１３）原料亜麻

（５３．０２）原料麻 （２６５２）原料麻

＊ここで対象としている産品は、WTOが定義した農産品に水産品を加えたもの。
出所：『中国海関統計年鑑』（１９８１‐１９８９年各年版）、『中国海関統計年鑑』（１９９０‐１９９９年各年版）。
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ドを表１に挙げる。

１９８０年代以降の農産品貿易について、首尾一貫した時系列データを取ろうとす

ると、困難が生じる。中国の公式関税データは他諸国と同様、農産品の貿易フロー

に関する全国規模の統計を提供する唯一のデータソースだが、ここ数十年間に関税

データの収集システムが大きく変わってきている。１９４９年の中華人民共和国建国

以前に既に発行されていた公式の『中国海関統計年鑑』は、２０世紀後半において

大きなオーバーホールを何回か経験している。文化大革命による中断のため、『中

国海関統計年報』の出版は１９６５～１９８０年の間停止していた４。１９８１年、タイトルを

『中国海関統計年鑑』に変更して、出版が再開された。本研究との関連で最も重要

な変化が生じたのは１９９２年のことである。１９９２年までは、『中華人民共和国海関統

計商品目録』は、国連のSITC（標準国際貿易分類） を基に編纂されていた。

１９９２年、『中華人民共和国海関統計商品目録』は、関税協力理事会（CCC）が制定

したHSにしたがって改訂された。前述したように、WTOが定義した農産品は、

このHS体系に基づいている。したがって、HS体系を基に定義された産品の対象範

囲と実質的に一致する産品を、SITC下の統計コードから探し出す必要がある。表

１では、１９８０年代以降の全期間にわたり首尾一貫した範囲の統計コードを明らか

にすることを目的として、SITCおよびHS各統計コードを比較している５。本研究

では、このコード比較を使用して、中国の農産品貿易に関するデータを提示する。

第２節 １９８１年以降の中国農産品貿易：実績および構造的変化

本研究の目的のために利用可能な首尾一貫したデータは、１９８１年を開始年とし

３ この定義は選択可能な定義のなかでは一番よいものと考えられるが、実際の農業活動を示す

うえでの正確性という観点からすると、２つの欠陥がある。第１に、各種の材木や竹などの

林産品を含んでいない。第２に、一部の農産物は一定の加工を経て販売され、非農業活動の

付加価値をかなりの程度含んでいる。本論文ではこれらの問題は考慮しないものとする。
４ Lu［２０００a］では中国税関統計の公表状況の変遷を詳しく説明している。
５ 関税協力理事会はHSとSITCのコード対照表を作成しているが、本論文の作成中には入手で

きなかった。
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ている。図１は、中国の農産品貿易に関するデータを示している。農産品の輸出

および輸入の両方で、明らかな増加傾向が見て取れる。輸出は、１９８０年代初期の

約４０億米ドルから、ピーク時の９０年代央には１４０億米ドルの水準までに増加し

た。最近はかなり落ち込んできているが、これはアジア経済危機により東アジア経

済の市場が収縮した結果である。しかし２０００年には、アジアの景気が回復軌道に

あるため、輸出は再び増加している６。農産品輸入は、９０年代初期には減少したが

９３年には増加に転換し、ピーク時の９５年には１２０億米ドルに達した。１９８１～１９９９

年の期間中、ほとんどの年で農産品の総輸出額が総輸入額を上回った。その結果、

農業部門全体としては同期間中における純輸出の増加傾向が明らかである。

中国農産品貿易の構造的変化に関する分析を容易にするため、農産品を次の７

分類に分ける。

� ばら積み農産物（Bulk Agricultural Products）

� 食料用畜産物（Animal Products）

� 非食料用畜産物

� 水産物

� 園芸作物（Horticulture Products）

図１ 中国の農産品貿易（１９８１－１９９９年）

出所：『中国海関統計年鑑』（１９８１－１９８９年各年版）、『中国海関統計年鑑』（１９９０－１９９９年各年版）。

６ この図は中国農産物貿易の２０００年予測値を含まない。
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表２ 貿易農産品の分類

分類
データ・コードおよび産品対象範囲

SITC（１９８１－１９９１年）
データ・コードおよび対象産品

HS（１９９２－１９９９年）

ばら積み
農産物
（穀物、
綿、油脂
植物・油
糧種子、
砂糖）

（０４）穀類・同調整品
（５９２１）スターチ、イヌリン等
（２６３）綿
（２２）油糧種子・油脂含有果実
（４２）植物油
（０６）砂糖・砂糖菓子、蜂蜜

（１０）穀類
（１１）製粉業製品、モルト等
（１９）穀類／粉末／澱粉／ミルク調整品等
（５２．０１‐５２．０３）綿
（１２．０１‐１２．０８）油糧種子・油脂含有果実
（１５．０７‐１５．１５）植物油
（１７）砂糖・砂糖菓子

食用動物
産品

（００）食用動物（生体）
（９４１０）特定されない動物（生体）
（０１）食肉・同調整品
（０２）乳製品・卵
（４１）動物性脂肪

（１）動物（生体）、動物産品
（２）食肉、食用くず肉
（１６．０１‐１６．０３）食肉調整品
（４）乳製品、鳥卵、天然蜂蜜
（１５．０１‐１５．０６）動物性脂肪

非食用動
物産品

（２１）生皮・生毛皮
（２６８１‐２６８６）ウール・動物毛
（２６１）絹

（４１．０１‐４１．０３）生皮
（４３．０１）生毛皮
（５１．０１‐５１．０３）ウール、動物毛（細毛、粗毛）
（５０．０１‐５０．０３）生糸・絹くず

水 産 品
（０３） 魚介類・同調整品 （３）魚介類

（１６．０４‐１６．０５）魚介類・その他水生無脊椎動物の
調製品

園芸作物
・産品

（０５）野菜・果実
（０７）コーヒー、茶、ココア、香辛料、

同調整品

（０７）食用野菜、根菜類・塊茎類
（０８）食用果実・木の実、柑橘類・メロン類の皮
（０９）コーヒー、茶、マテ茶、香辛料
（１８）ココア・同調整品
（２０ 野菜、果実、木の実等調整品

飲 料 ・
タ バ コ

（１１）飲料
（１２）タバコ・同調整品

（２２）飲料、蒸留酒、食用酢
（２４）タバコ、タバコ加工代用品

そ の 他
農 産 品

（０８）飼料
（０９）その他調整品
（２９）動物／植物原料
（４３）動物性／植物性脂肪、油、ワッ
クス
（５５１３）精油
（５１２１９２）マンニトール
（５９２２１‐５９２２５）類タンパク質物質、調

整スターチ、膠
（９３２０１）養禽・家禽食品産業の輸入原

料および輸出製品
（２６５１１‐２６５１３）原料亜麻
（２６５２）原料麻

（５）他で特定されない動物由来の製品
（６）生木その他植物、球根・根菜類等
（１３）ラック、ゴム、樹脂、その他の植物樹液・

抽出液
（１４）植物編み物原料、その他植物製品
（２１）その他食用調整品
（２３）食品業残滓・残留物等
（１２．０９‐１２．１４）その他穀物、種子、果実等
（１５．１６‐１５．２２）食用脂肪調整品、動物性／植物性

ワックス
（２９０５．４３‐２９０５．４４）マンニトールおよびソルビトール
（３５．０１‐３５．０５）類タンパク質物質、調整スター

チ、膠
（３８０９．１０）仕上げ剤
（３８２３．６）ソルビトール n.e.p.
（５３．０１）原料亜麻
（５３．０２）原料麻
（３３．０１）精油

出所：筆者作成。
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様々なコード産品（Coding Products）のグループ分けに関する詳細を表２に

示す。

図２および図３は、上記農産品７分類に関する１９８１年以降の輸出額および輸入

額を各々示している。輸出については、水産物および園芸作物（特に野菜および果

実）が期間中に顕著な増加傾向を示した。輸入については、ばら積み農産物が圧倒

図２ 中国農産品貿易輸出構造（１９８１－１９９９年）

出所：『中国海関統計年鑑』（１９８１－１９８９年各年版）、『中国海関統計年鑑』（１９９０－１９９９年各年版）。

図３ 中国農産品輸入構造（１９８１－１９９９年）
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的に最大のシェアを占めている。Lu［１９９８］で報告されているように、国際市場

において最も競争力のある中国の農産物・食料品は労働集約型活動に関連している

傾向にあり、逆に、競争力のない農産物・食料品は通常、土地集約的産品である。

こうした事実から言えることは、中国の農産物・食料品貿易の発展および構造パタ

ーンは、貿易フローを比較優位構造、それゆえ様々な経済における要素賦存と関連

づける経済原則に合致しているということである。

第３節 中国主要農産品の貿易収支

貿易されるさまざまな農産品が外貨の消費あるいは獲得に果たす役割を考察する

ためには、１９８１～１９９９年の期間中に外国と取引された主要農産品の貿易収支を検

討することが有益である。図４は、主要１５農産品の純輸出額に関する１９８１年以降

の経年データを示している。チャート上の点線は、当該データの近似一次曲線を推

定したものである。表３は、主要農産品の年平均純輸出額および年変動（Annual

Variation）算定値を示している。貿易収支の経年変化は、農産品によって様々な

パターンが見られる。例えば、穀物、綿、砂糖などの貿易収支は、純輸出および純

輸入が交互に起ったが、全体としては輸入額が輸出額をかなり上回ったために、大

きな貿易赤字が生じている。植物油および関連製品、生皮、動物の毛皮などはすべ

て、純輸出額が大幅な下落傾向にあり、貿易赤字が拡大している。これらとは逆

に、水産物、園芸作物（特に野菜・果実）、飲料・タバコは、強い成長傾向を示し

ており、大幅な貿易黒字となっている。

表３から分かるように、穀物、綿、食用油および砂糖といったばら積み農産物

４種類は、中国農産品貿易において外貨純消費額で最大のグループを形成する。

このグループでは、年平均１７．１億米ドルの外貨が正味で必要となる。逆に、農産

品の中で外貨獲得に最大貢献しているのは、食肉、野菜、果実および水産物であ

り、他を圧倒している。このグループの１９８０年代以降における年平均純輸出額

は、３９．８億米ドルに達している。絹、飲料、茶なども正味で外貨獲得に貢献して

いるが、繊維・衣類の素材として利用される動物産品（生皮、毛皮、ウールなど）

および動物性脂肪は、正味で外貨を消費する主なグループである。

農産品貿易収支の年変動に関しては、外貨純消費産品の年次変動が外貨純獲得産
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図４ 主要貿易農産品の純輸出額（１９８１－１９９９年）

注：水平軸の単位は年、垂直軸の単位は１００万米ドル。
出所：『中国海関統計年鑑』（１９８１－１９８９年各年版）、『中国海関統計年鑑』（１９９０－１９９９年各年版）。
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品の年次変動よりもかなり大きいという顕著なパターンが見られる。１９８１～９９年

間における外貨純消費主要農産品７品目の変動係数単純平均１．７９に対し、外貨純

獲得主要農産品８品目の場合は０．６４である。これは、輸入志向産品の年変動平均

水準が輸出競争力のある産品の場合に比べ２．８倍も高いことを意味する。貿易活動

にこうした対照的な変化が生じる理由の一つとしては、中国農産品貿易における行

政の介入が輸出側よりも輸入側で強く、しかも、恐らくは変わり易いものであった

ことが挙げられる。様々な純輸入産品のうち、貿易収支の年変動が最大なものはば

ら積み農産物４品目で、他を圧倒している。これら４品目全体の変動係数単純平

均は２．１９と、他の純輸入産品よりもかなり高い数値を示している。ばら積み農産

物の国内流通と対外貿易に対する行政側の強い介入が、これら産品の貿易収支が極

端に変動する原因となってきた。このことを示す証拠が存在する７。

中国農産品貿易の実績を約２０年間遡って分析すると、貿易活動の構造的パター

ンが明らかに存在する。一般に、土地集約的な活動により生産されるばら積み農産

物の貿易赤字は拡大する一方、水産物、園芸作物、食肉といった、いくつかの労働

集約的産品は大幅に輸出を伸ばしてきた。過去２０年程度の間に、中国経済は中央

計画経済から「社会主義市場経済」へと移行してきており、農産品貿易を含む外国

貿易部門の障壁は全般に低くなってきている。それゆえ、観察される貿易パターン

は、中国農業経済の比較優位構造を示唆するものと考えられる。WTOに加盟すれ

ば、農産品貿易の貿易および非貿易障壁が緩和され、貿易フローを決定する上で当

該経済にとって基本的な比較優位諸力の果たす役割がさらに大きくなる。過去にお

ける中国農産品貿易の構造パターンに関する情報から、WTOに加盟した後、中国

の農産品貿易がどのようになっていくかを予測できる。こうした情報は、後述のよ

うに、WTO加盟により発生する輸入調整コストおよび輸出拡大便益の分布を推定

する上で有用である。

７ Lu［２０００b］［２０００c］は、中国の綿花流通に対する強い行政介入と綿花貿易のパフォーマン

スの間の関係について、ケース・スタディを行い、綿花貿易の年々の変動が国際的にみて異

常なほど大きいこと、国際貿易上「安値売り・高値買い」というパターンがみられるという

事実を指摘している。注意深く分析すると、国の専売政策と政策方針の周期的な変動が、貿

易変動の主な原因であるということがわかる。
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第４節 中国のWTO加盟が国内農業部門に及ぼす影響の地域的パターン

中国のWTO加盟が同国の農業部門に甚大な影響を及ぼしそうであるという見方

は、一般に合意を得てきている。こうした見方において、直接的影響と間接的影響

を区別することが有用である。まず、農業部門の一層の自由化は、中国農業にとっ

て長期的に正の影響をもたらしそうである。というのも、主要農産物の流通におけ

る伝統的な国家独占システムの打破、農業部門への不必要な行政介入が減ることが

表３ 中国主要農産品の純輸出額および変動（１９８１‐９９年）

品 目 平 均 変動係数＊ 相対的変動指数＊＊

農産品合計 ３７５０．７５ ０．６６ １．００

ばら積み農産品
穀 物
綿
油脂作物・油糧種子
砂 糖

‐１７１２．１４
‐９３８．９６
‐２９８．３６
‐３１５．７１
‐１５９．１１

１．５０
２．４０
２．９１
１．９５

２．２７
３．６４
４．４１
２．９５

食料用畜産物
肉
乳製品、蜂蜜、卵等
動物性脂肪

１０６７．８７
１０７３．７１
４５．６７
‐５１．５１

０．３０
１．０１
０．７７

０．４５
１．５３
１．１７

非食料用畜産物
生皮、生毛皮
ウール・動物毛
絹

３２．９７
‐８３．１５
‐２８５．９６
３３６．１４

２．２５
０．７５
０．３１

３．４１
１．１４
０．４２

水 産 品 １１５１．０９ ０．７３ １．１１

園芸産品
野菜・果実
コーヒー、茶等

２１７１．９８
１７５５．８５
４１６．１３

０．４７
０．１８

０．７１
０．２７

飲料・タバコ
飲 料
タバコ

３９５．７９
１６９．７９
２０６．００

０．９１
１．２０

１．３８
１．８２

そ の 他 ７２９．１４ ０．６９ １．０５

＊変動係数とは、標準偏差値を平均値の絶対値で除した比率と定義される。
＊＊相対変動指数は、個々の産品の変動係数を農産品貿易全体の変動係数（０．６６）で除した比率
である。

出所：筆者の計算による。
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期待できるからである。また、中国のWTO加盟により、比較優位に合わせた農業

部門の構造調整が促され、ひいては中国の農業生産の市場競争力が強化されること

からも便益が生じるだろう。こうした影響は全く間接的なものであり、定量化する

のは困難である。その一方で、貿易フローの変化による直接的影響も生じそうであ

る。WTO加盟により、中国およびその貿易相手国に現時点で存在する農産品貿易

に関する様々な障壁や歪みが減るからである。中国農産品貿易のこれまでのパター

ンを踏まえると、WTO加盟の直接的影響は、中国全体として比較優位がない産品

にとってはマイナスに働き、中国の農業システムが相対的な競争力を持つ産品にと

ってはプラスに働くだろう。中国の様々な省および地方間には、地理的および経済

的条件において非常に多様な背景があるため、WTO加盟が招来する影響は地域に

よって大きく異なるものと見込まれる。したがって、WTO加盟の影響を検討する

上で地域的視点を導入することが必要となる。

前項まで行ってきた分析は、WTO加盟が中国国内農業に及ぼす影響の地域的パ

ターンを特定するための良い出発点となる。中国農産品貿易の実績を踏まえると、

WTO加盟後は土地集約的農産品の輸入傾向を助長しそうだが、労働集約的農産品

は輸出の促進が見込まれる。中国の各省・地方のうち、労働集約的農産品に国内の

相対的な優位性が賦存するところは、WTO加盟による輸出拡大という潜在的影響

からより多くの便益を受けることになろう。その逆も、また真である。反対に、土

地集約的農産品の輸入拡大は、これらの農産品に関し国内費用が相対的に高くつく

省・地方において国内生産をかなりの程度代替することになろう。土地集約的農産

品に国内の相対的優位性を有する省・地方は、起こり得る輸入急増の影響から生じ

る調整コストは比較的小さなものに留まるだろう。その逆も、また真である。この

ように考えてくると、問題となっている主要農産品の地域的な比較優位が測定でき

れば、WTOの加盟が中国国内の農業に及ぼす影響が地域的にはどのように分布す

るのかについて推定できる。

ある経済、ないしはある地域で比較優位を有する生産物あるいは生産活動とは、

概念上、当該活動に伴う機会費用が相対的に低いものと定義できる。あるいは、あ

る経済／地域の豊富な資源を相対的に高い集約度で利用するような生産活動とも定

義できる。中国の省・地方間の様々な産品に関する比較優位を直接測定するために

は、機会費用あるいは要素集約度（Factor Intensity）、生産費用比率（Produc-

tion Costs Proportion）に関する相当の量と質のデータが必要となる。機会費
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用、要素集約度といった変数を得るためのデータの入手が困難という問題を避ける

ため、ここでは代替的手法を用いて比較優位を測定しよう。ある商品の輸出集中指

数（Export Concentration Index）を当該商品の「顕示された（Revealed）」比

較優位指標とみなす手法が広く使われているように、ある地域のある農産品の「生

産集中指数（Production Concentration Index）」をその地域の当該農産品の比

較優位を表わす指標として用いる。ある地域のある農産品の「生産集中指数」と

は、当該地域の農業人口１人当りの当該生産物作付面積を中国全体の農業人口一

人当りの当該農産物作付面積で除した比率と定義される。この指標の見方は簡単で

ある。すなわち、ある地域の生産集中指数の測定値が１より大きければ比較優位

が備わっており、１より小さければ劣位にある。この指数が１よりも大きければ

大きいほど（小さければ小さいほど）、当該地域の農産品の比較優位（または劣

位）は強い。輸出志向型の労働集約的農産品に比較優位を有することが判明した地

域は、WTO加盟により輸出拡大から一層大きな便益を得る。そして、比較優位の

測定値が１よりも大きければ大きいほど、潜在的な便益も大きくなるだろう。他

方、土地集約的農産品の生産集中指数測定値が小さい地域は、WTO加盟後の輸入

拡大により一層大きな調整コストを支払うことになる。

表４は、主要農産品について、各省（および中央政府直轄の自治区・市）間の

内在的な国内比較優位の近似値として用いられる生産集中度を示している。大別し

た３地域（東部、中部、西部各地方）ごとの測定値平均も同表に示されている。

これらのデータから、労働集約的農産品の生産集中指数は、東部で相対的に高く、

西部で低く、中部はその中間であることが分かる。これは、労働集約的活動に関す

る比較優位の分布を反映している。逆に、土地集約的農産品の生産集中指数は、西

部で相対的に高く、東部で低く、中部はその中間となっており、土地集約的活動の

比較優位の地域分布は労働集約的活動の場合と異なるパターンを呈している。

労働集約的および土地集約的農産品という２産品分類についての比較優位を示

す指標として生産集中指数を適用すると、平面座標体系（Plane Coordinate Sys-

tem）という単純な枠組みを用いて、WTO加盟が中国国内農業に及ぼす影響の地

域的パターンが考察できる。この座標の水平軸および垂直軸は各々、労働集約的お

よび土地集約的農産品の集中比率を表わしている。これら労働集約的および土地集

約的農産品の両方について比率１を表わす２本の追加線により、座標体系の空間

が四分割されている。右上の空間に位置する点はすべて、労働集約的および土地集
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表４ 中国の省・地方における主要農産品の生産集中指数（１９９７－９９年）

省・地方
土地集約的農産品 労働集約的農産品

穀物 油脂植物
・油糧種子 綿 砂糖 平均 野菜 果実 肉 水産品 平均

北京
天津
河北
遼寧
上海
江蘇
浙江
福建
広東
広西
海南

０．９３
０．９２
１．１０
１．０７
０．７５
０．９２
０．６４
０．６２
０．５１
０．７７
０．９６

０．１９
０．３４
０．８２
０．３５
１．０６
０．８７
０．５６
０．３２
０．４４
０．６３
０．７８

０．１２
０．３１
１．３０
０．１４
０．１９
１．５３
０．３３
０．００
０．００
０．０１
０．００

０．００
０．００
０．０７
０．３９
０．１６
０．０４
０．１６
０．５６
２．００
７．２２
７．９０

０．９１
０．８９
１．０８
１．０４
０．７８
０．９４
０．６２
０．６０
０．５８
１．５５
１．７０

１．８７
１．８６
０．９４
１．１７
２．０６
１．０５
０．７７
１．３１
１．３１
１．４１
２．２１

１．７８
０．９１
２．０２
１．８４
０．３２
０．２９
０．７２
２．２８
１．７５
１．９３
１．５７

２．０１
０．９０
１．１５
１．５３
１．９５
０．９１
０．４８
０．８３
０．８７
１．０８
１．０５

０．５０
１．２９
０．３０
３．２０
１．７６
１．２７
２．７５
４．１７
２．３５
１．２８
２．９７

１．５４
１．２４
１．１０
１．９３
１．５２
０．８８
１．１８
２．１５
１．５７
１．４２
１．９５

東部地域 ０．８３ ０．５８ ０．３６ １．６８ ０．９７ １．４５ １．４０ １．１６ １．９８ １．５０

山西
内モンゴル
吉林
黒竜江
安徽
江西
河南
湖北
湖南

１．１４
２．８８
２．０１
３．５３
０．９７
０．９０
０．９４
０．９７
０．７８

１．０４
２．９２
０．６５
０．８１
１．７３
２．１１
１．１４
２．０３
１．２３

０．５９
０．０１
０．００
０．００
１．５８
０．６３
２．２６
２．２１
０．７２

０．５３
３．６０
０．６２
５．３４
０．０６
０．５９
０．０３
０．２６
０．３０

１．１２
２．９０
１．９６
３．５０
１．１２
１．１４
１．０６
１．２４
０．８４

０．６５
０．７０
１．２６
１．３６
０．６８
１．２０
０．８８
１．５３
０．８１

１．３８
０．５８
０．７５
０．３３
０．１９
１．００
０．５３
０．６２
０．６４

０．４３
１．５４
２．３０
１．２７
０．９２
１．０５
０．９５
１．０８
１．２６

０．０２
０．１０
０．２３
０．４５
０．６９
０．８８
０．０８
１．２９
０．５２

０．６２
０．７３
１．１４
０．８５
０．６２
１．０３
０．６１
１．１３
０．８１

中部地域 １．５７ １．５２ ０．８９ １．２６ １．６５ １．０１ ０．６７ １．２０ ０．４７ ０．８４

重慶
四川
貴州
雲南
チベット
陝西
甘粛
青海
寧夏
新疆

０．９６
０．８５
０．８２
０．９３
０．７６
１．１６
１．１７
０．９２
１．７５
１．４５

０．５６
０．８５
１．０７
０．３０
０．５６
０．７６
１．１６
３．３７
２．１２
１．８５

０．０１
０．３９
０．０２
０．０１
０．００
０．２７
０．３１
０．００
０．００
２３．４６

０．０４
０．２２
０．２２
４．０５
０．００
０．０４
０．６８
０．００
１．３６
５．１７

０．９３
０．８４
０．８５
１．１１
０．７４
１．１３
１．１６
１．６５
１．７９
８．９０

０．８５
０．７３
０．７７
０．５６
０．２８
０．５４
０．５８
０．２９
０．６６
０．７３

０．３７
０．３９
０．２１
０．６１
０．０６
２．５９
１．６２
０．１８
１．１２
１．８３

０．９５
１．１５
０．６１
０．８５
１．０５
０．５０
０．４４
１．００
０．６８
１．３４

０．１７
０．１４
０．０４
０．１０
０．０２
０．０４
０．０１
０．０１
０．１７
０．１４

０．５８
０．６０
０．４１
０．５３
０．３５
０．９２
０．６６
０．３７
０．６６
１．０１

西部地域 １．０８ １．２６ ２．４５ １．１８ １．９１ ０．６０ ０．９０ ０．８６ ０．０８ ０．６１

注：ある省の穀物、油脂植物、砂糖、野菜、果実に関するある産品に関する生産集中指数は、当該地域
における農村人口一人当りの当該生産物作付面積を全国平均で除した比率と定義する。ある省の
肉および水産品に関する生産集中指数は、当該地域における農村人口一人当りの当該生産物生産
高を全国平均で除した比率と定義する。ある省の土地集約的農産品の平均指数は、４産品の測定
値を各産品の土地分布で重み付けた加重平均である。他方、ある省の労働集約的農産品の平均指
数は、単純平均である。個々の農産品および土地集約的および労働集約的農産品グループの平均
指数は、大別した各地域に含まれる各省の測定値の単純平均である。

出所：農村人口に関するデータは『中国農村統計年鑑』（１９９８年および２０００年）による。省・地方別の
様々な生産物の作付面積および肉・水産品の生産高に関するデータは、『中国統計年鑑』（１９９８
～２０００年）による。

第４章 中国WTO加盟の国内農業部門に及ぼす影響
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約的農産品両方の測定値が１を上回っている。逆に、左下空間上の点は、労働集

約的および土地集約的農産品の両方に関し、すべて１を下回る測定値の組み合わ

せを表わしている。右下あるいは左上の空間上の点は、１より大きな土地集約農

産品の測定値および１より小さな労働集約生産物の組み合わせ、あるいはこれと

は逆の組み合わせを示している。図５は、各省・地方の土地集約的および労働集

約的農産品の集中比率を示している。

様々な産品の比較優位および劣位を表わす指標としての測定値を上述のように読

み取れば、ある省もしくは地方の労働集約的農産品の輸出拡大により生じる便益は

もちろん、土地集約的農産品の輸入拡大により発生する調整コストも評価できる。

例えば、図５の右上空間に位置する省は、労働集約的および土地集約的農産品の

測定値が両方とも１よりも大きいことを示している。こうした省は、労働集約的

農産品の輸出拡大により、大きな便益を得る可能性が高い。というのも、労働集約

的農産品の生産集中度が相対的に高い値を示しており、これらの活動に関して国内

では相対的に競争力が強いことを意味するからである。その一方で、土地集約的農

図５ 土地集約的および労働集約的農産品集中比率の地域分布

出所：表４のデータから作成
注：新疆は表から右に大きくはみ出したところに位置する。
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産品の測定値も１を上回っているということは、同産品の輸入ショックから生じ

る調整コストは相対的により小さなものに留まる見込みを示している。逆に、左下

空間に位置する省・地方は、労働および土地集約農産品の測定値が両方とも１よ

りも小さい。輸出拡大による便益は相対的に小さなものに留まるだけでなく、中国

農業部門のさらなる市場開放による輸入急増のため、より大きな調整コストを支払

わなければならなくなりそうである。

土地および労働集約的活動の生産集中指数各々の測定値にしたがって、省および

地方を４グループに分ける。第１グループには、右上空間に位置し、農業自由化

から最高の条件を享受する見込みの７省・地方が含まれる（海南、遼寧、広西、

河北、湖北、江西、吉林）。まず、これら７省は労働集約的農産品に比較優位を有

するので、労働集約的農産品の潜在的輸出拡大から生じる便益は全国平均を上回り

そうである。他方、土地集約的農産品の輸入急増から発生する調整コストも、比較

的小さなものに留まることになろう。というのも、これらの７省は土地集約的農

産品にも国内の比較優位があり、自由化の衝撃によるコストは相対的に小さくなる

と考えられるためである。

第２グループは、左下に位置する６省・地方である（江蘇、湖南、四川、チベ

ット、重慶市、貴州）。第１グループとは対照的に、これら６省・地方は農業自由

化に関して最も不利である。これは労働集約的および土地集約的農産品の両方に比

較優位を欠いているためである。その結果、土地集約的農産品の輸入拡大という外

的ショックから発生する調整コストが相対的に大きなものとなり、しかも、労働集

約的農産品の輸出拡大による便益からは相対的に小さなシェアを得るに過ぎないも

のと見込まれる。

他の省・地方は、上記２グループが示す対照的な状況の間のどこかにおさまる

状況を呈することになる。７つの省・中央政府直轄市は、左上の空間に位置す

る。これらは、労働集約的農産品の潜在的輸出拡大から相対的に大きな便益を享受

しそうな一方で、概して土地集約的な外国農産品の輸入拡大から発生する調整コス

トも相対的に大きなものとなることが見込まれる。最後の第４グループには、右

下におさまる１０省・地方が含まれる（黒竜江、内モンゴル自治区、寧夏回族自治

区、青海、山西、陝西、安徽、雲南、甘粛、河南）。上記と同様な議論から、この

グループに含まれる省・地方の農業部門に対するWTO加盟に関連して生じる便

益・費用両方の影響は、相対的に小さなものとなる傾向にある。表５は、これま

第４章 中国WTO加盟の国内農業部門に及ぼす影響
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で議論してきた、様々な省・地方への影響予測を要約したものである。

第５節 要約および政策的含意

本研究では、まず、中国農産品の貿易フローに関するデータを過去２０年程度遡

って体系的に考察しようとした。分析の結果、主要農産品の貿易実績に関して様々

なパターンのあることが判明した。長期的な動きを考察すると、穀物、綿、搾油作

物、砂糖といった主要農産品は、全体として、外貨収支がネットで出超である最大

の部門である。これら産品の貿易収支額の平均年変動（AverageAnnualVari-

ations）は、農産品貿易全体の値と比べてかなり大きい。こうした主要農産品のい

くつかには、期間中の輸入額に大幅な増加傾向が見られた。他方、水産品、野菜・

果実、飲料・タバコ製品といった農産品は、純輸出額が大幅に伸長した。その結

果、中国の農産品貿易全体では期間中に貿易黒字が大幅に増加した。純輸入額が急

増している農産品はその生産活動が土地集約的な傾向にあり、他方、純輸出額が大

幅に拡大している農産品は、通常労働集約的な性格を持つ。１９８０年代以降の農産

表５ 中国のWTO加盟が同国農業部門に及ぼす影響の地域的パターン

出所：筆者作成。
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品貿易発展パターンは、中国農業部門の要素賦存構造に合致している。すなわち現

在の経済発展局面では、労働が豊富な資源であるのに比べ土地が不足している。

WTO加盟により、中国農業部門がその相対費用構造と軌を一にして再構築され

るものと仮定すると、中国農業部門のさらなる開放により、中国が比較優位を有す

る農産品にとっては好機となっても、その相対費用が高くつく農産品は調整コスト

を押し付けられる。中国国内の省および地方レベルでは、要素賦存などが異なる結

果、土地および労働集約的農産品の国内比較優位にバラツキが見られるため、

WTO加盟が農業部門に及ぼす影響は省・地方によって様々な形を取りそうであ

る。ある省のある農産品の国内比較優位を表わす指標として生産集中指数を採用

し、様々な省の労働集約的および土地集約的農産品について測定を行った。WTO

加盟が中国農業部門に及ぼす影響の地域的パターンは、起こり得る輸入急増に伴う

調整コストおよび潜在的輸出拡大により生じる便益の観点から、考察することがで

きる。分析の結果得られた顕著な特徴は、労働集約的農産品の輸出拡大から相対的

に大きな便益を得るのは沿岸地域となりそうだが、広大な内陸の省・地方が得られ

る便益は相対的に小さなものに留まるとの見込みである。その一方で、輸入の伸長

により発生する調整コストも、沿岸地域では相対的に大きくなるのに対し、内陸の

省・地方では相対的に小さな外的ショックを受けるに留まりそうである。大別した

地域、すなわち東部、中部、西部を通じて、便益および費用間に負の相関関係が観

察できる。

WTO加盟が中国の農業システムに及ぼす影響の地域的パターンは複雑な問題で

あり、この初期的研究には限界がある。例えば、本研究で対象とした農産品の範囲

は不完全であり、林産物は含まれていない８。この点については、データの利用可

能性の問題に十分に対処できれば、技術的に洗練された公式モデル・フレームワー

クにおいて検討されるかもしれない。とはいえ、本研究の結果から次のような政策

的含意を導き出せるだろう。

まず、農業自由化の過程を適切に管理するためには、市場メカニズムに基づく国

内農業構造調整政策を実施することが重要である。中国政府は、農業部門に対する

過度の行政介入を最小限に控える必要がある。こうした介入は、食糧安全保障の議

８ 中国の林産品貿易は全体として赤字である。これは主に、木材及び木材関連品の輸入の増大

による。ただし中国の竹栽培面積は世界最大であり、竹製品の主要な純輸出国の一つであ

る。
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論を踏まえた提案・実施により頻繁に生じている。国内の地域間相対費用に合致し

た農業政策調整は、中国農業システムが比較優位を有する農産品の潜在的輸出機会

により良く対応するために必要となる。他方、国際市場における潜在的機会から十

分な便益を得るためには、中国の農民および農産加工品を製造する企業向けの情報

システム、品質管理手続き、マーケティング技能を改善するために数多くのことを

行わなければならない。

次に、農産品の輸入急増による悪影響に対し、真剣に対処しなければならない。

特に留意すべきは、内陸および西部の省・地方である。これらは、WTO加盟から

ほとんど便益を得られないか、あるいは外部市場から相対的に孤立しているため、

地方間および沿岸地域の諸省との格差が現在よりも拡大する恐れがある。これらの

地域をより効果的に支援するため、中国の中央および省レベルの政府は、農業生産

活動に対して直接的に補助を与えるよりも、農村の義務教育に予算を充当すること

に一層大きな責任を持つことがとりわけ必要となろう。

（廬 鋒）
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